
 

 

平成１５年度概算要求の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１４年８月 

金  融  庁 

 

 



金融庁の平成１５年度機構・定員及び予算要求について 

 

  金融庁の任務を引き続き的確に果たすため、不良債権処理の着実な

実施、金融システムの安定化、証券市場の構造改革の推進など、「当面

の経済活性化策等の推進について」（６月１７日政府与党合意）や「経済

財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」（６月２５日閣議決定）に盛

り込まれた諸施策を迅速に実施することが必要である。 

  また、来年度以降、政策金融機関等に対する金融庁検査の導入が予

定されている。 

このため、金融庁としては、以下のような体制整備を早急に図る必要が

ある。 

 

１．体制整備の重点化項目 

（１）金融システムの安定化 

  活力があり預金者に信頼される金融システムの確立を図るため、間

接金融の健全化に向けた不良債権処理の具体的目標に沿った着実な

実施、地域金融機関を中心とした合併促進、決済機能の保護、保険を巡

る諸問題への適切な対応、厳正で専門性の高い検査の実施、ＢＩＳ規制

の見直し作業など国際的なルール策定への積極的貢献等の諸施策の

実施のために必要な体制を整備。 

  

（２）証券市場の構造改革の推進 

  預貯金中心の貯蓄優遇から株式・投信などへの投資優遇への金融

のあり方の転換を踏まえた直接金融へのシフトに向けて、「証券市場の



改革促進プログラム」を踏まえつつ、個人投資家の証券市場への信頼性

向上や市場の裾野の拡大に向けたインフラ整備など、証券市場の構造

改革を一層推進していくため、ディスクロージャー違反や監査に対する監

視の強化、不公正取引に対する検査・調査の充実・強化等のために必要

な体制を整備。 

 

（３）政策金融機関等に対する検査 

  来年の４月以降導入される予定である政策金融機関及び日本郵政公

社に対する金融庁検査に対応するために必要な体制を整備。 

 

２．定員要求 

  上記の体制整備等のため、総計２２５名の増員を要求。 

（内訳） 

 14 年度末定員 15 年度定削 15 年度増員要求 増員後定員 

総務企画局 ２３９ ― １９ ２５８ 

検 査 局 ４０４ ▲２ １１１ ５１３ 

監 督 局 １５６ ▲１ ２５ １８０ 

監視委員会 １８２ ▲１ ７０ ２５１ 

総  計 ９８１ ▲４ ２２５ １２０２ 

（注）監視委員会の要求数７０と財務局の監視官部門の要求数３２を合わせる

と、合計１０２名の要求。 

 

３．予算要求 

  既定予算の徹底した見直しを行った上で、上記の増員に伴う経費の



他、申請・届出等手続の電子化及び総合的文書管理システム、有価証

券報告書等の電子開示システム（ＥＤＩＮＥＴ）等の整備による「ｅ－Ｊａｐａｎ

重点計画２００２」の着実な実施、機動的な検査・監視の実施、海外当局

との連携強化等に必要な経費を織り込み、総額で約１６６億円の予算を

要求。 

  なお、預金保険機構に係る政府保証枠については、金融システムの

安定を引き続き揺るぎないものとするため、これまでと同様の考え方で、

５３．９兆円を要求。 

（注）金融システム強化のための合併等促進策に関連して１兆円の政府保証

を要求。 

（以  上） 

 



平 成 14 年度 平 成 15 年度 対 前 年 度 対 前 年 度
当 初 予 算 額 概 算 要 求 額 増 △ 減 額 伸 び 率

(A) （Ｂ） (Ｂ-A) (B-A)/(A)
百万円 百万円 百万円 ％

そ の 他 1,733 2,837 1,104 63.7

うち 申請・届出等手続の電子化等経費 70 526 456 649.8

　　 有価証券報告書等電子開示ｼｽﾃﾑ 259 388 129 49.8

13,526 16,603 3,076 22.7

(注) 各々の計数を百万円未満で四捨五入したため、計数が符合しない場合がある。
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